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『こしがやしのよさん』
について･･･

越谷市が作成する予算書は、普段皆さんが聞き

なれない用語やたくさんの数字が記載されていて、

なかなか理解しにくいものとなっています。

そこで、平成15年度当初予算より事業別予算書

を導入し、各事業別の予算の状況や事業概要など

をご覧いただけるような取組みを行ってまいりま

した。

しかし、ぶ厚い予算書をすべて見ることは、と

ても大変な作業となってしまいますので、この冊

子では、表やグラフを交えながら、わかりやすく

予算の内容をお知らせするよう工夫しました。

この『こしがやしのよさん』を通じて、どんな

事業をいくらかけて行っているのかを知っていた

だき、市政に対する関心を持っていただきたいと

思います。

※ 元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度
越谷市一般会計予算・各特別会計予算」の名称を「令和元年度越谷市一般会計予
算・各特別会計予算」とし、元号による年表示についても「令和」に読み替える
ものとします。

※ 万円単位で表記している箇所は、１万円未満を四捨五入しています。
また、億円単位で表記している箇所は、１億円未満を四捨五入しています。
このため、合計と一致しない場合があります。



予算の基礎

収入（歳入）：一般会計

支出（歳出）：一般会計

重点戦略
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予算は、1年間の「収入」と「支出」を見積もることです。予算は、1年間の「収入」と「支出」を見積もることです。

そもそも、予算って、なに？そもそも、予算って、なに？

新しい年度が始まる前に、1年間（4月から翌年の3月まで）にどのく
らいの収入があるのか、また、その収入をもとに、行政サービスをどの
ように行うのか計画し、その費用を見積もります。これらの内容をまと
めたものが予算書です。越谷市に入ってくる収入を「歳入」、支払など
の支出を「歳出」と呼んでいます。

1年間の収入 1年間の支出

歳入 歳出

越谷市

地勢
越谷市は埼玉県の東南部に位置し、東京都
心から北へ25キロメートルという地理的環
境にあります。平成8年12月には、県内6番
目の「人口30万都市」の仲間入りをするな
ど、県南東部の中核都市として発展を続けて
きました。
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越谷市の各事業の担当課等は、さまざまな分野の最上位計画であ
る総合振興計画に加え、市民の皆さまの意見や要望などをあわせて、
1年間の行政サービスを検討し、必要な予算の要求を行います。市長
は、担当課等との調整を重ね、予算案としてまとめ、市議会に提出し
ます。市民を代表する市議会議員は、提案された予算案を審議した上
で、市議会の議決によって予算を決めます。

市 民 市 長

議 会

予算予算

協働・参画

議 決

提 案

1年間の予算を見積もるときに予測できなかったことがおこることも
あります。そうした時には、予算を変えることが必要です。市長が変更
する予算案を作り、市議会で審議、議決されることによって成立します。
これを補正予算といいます。

予算って、どうやって決まるの？予算って、どうやって決まるの？

市長が予算案を作り、市議会へ提出します。そして、
市議会の審議と議決によって、予算が成立します。
市長が予算案を作り、市議会へ提出します。そして、
市議会の審議と議決によって、予算が成立します。

予算は、変えられるの？予算は、変えられるの？

補正予算によって、変えることができます。補正予算によって、変えることができます。
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予算の1年間の流れは、例年以下のようになります。予算の1年間の流れは、例年以下のようになります。

•予算編成説明会 ・予算見積書の作成開始

•予算見積書の提出

•財政担当部と各部との調整

•部長間調整 ・市長との調整

•予算案決定

•市議会での審議、議決 ・予算決定

•新年度予算の執行

•補正予算の編成

•年度終了

•出納閉鎖

•決算審査

•決算審議、認定（議会）

１年間の流れはどうなってるの？１年間の流れはどうなってるの？
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特別会計
657億1,400万円

企業会計
121億6,300万円

国民健康保険 323億9,000万円

後期高齢者医療 38億5,000万円

介護保険 186億8,000万円

母子父子寡婦福祉資金貸付金 9,200万円

東越谷土地区画整理 5億3,000万円

七左第一土地区画整理 1億2,000万円

西大袋土地区画整理 17億円

公共下水道 79億6,000万円

公共用地先行取得 3億9,200万円

特別会計合計 657億1,400万円

一般会計
983億円

平成31年度の越谷市の予算は？平成31年度の越谷市の予算は？

一般会計、特別会計、企業会計の予算を合わせると
1,761億 7,700万円となります。
一般会計、特別会計、企業会計の予算を合わせると
1,761億 7,700万円となります。

特別会計って、
この９種類があ
るんだね！
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（単位：億円）

今年の予算は多いの？少ないの？今年の予算は多いの？少ないの？

過去５年間で１番多い予算額です。
なお、過去５年間の予算総額は、以下のとおりです。

過去５年間で１番多い予算額です。
なお、過去５年間の予算総額は、以下のとおりです。

企業会計

特別会計

一般会計

越谷市の市章
10個の外輪は、合併した2町8カ村を表し、中央

にカタカナの「コ」を4つ集めて「越(こし)」の意
味、中心は「谷」の文字を図案化したものです。
図案は、町村合併後、町民の皆さんから募集した
もので、町章として昭和30年1月10日制定。その
後、市制施行とともに市章となりました。
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項 目 説 明 金 額 前年度比

自主財源 市が自主的に調達できる収入 574億9,830万円 ＋4.1％

市税 皆さんが市に納めた税金 468億700万円 ＋1.6％

分担金及
び負担金

事業に係る経費の一部を利益
を受ける程度に応じて利用者
に負担していただくお金

9億7,429万円 ▲3.1％

使用料及
び手数料

施設の利用や証明書を発行す
る際にいただくお金

17億4,892万円 +1.0％

繰入金
各種基金（貯金・運用資金）を
取り崩して使うお金

31億9,446万円 ＋17.6％

その他
寄附金、不動産売払いなどの
財産収入、前年度からの繰越
金、諸収入

47億7,363万円 +29.7％

依存財源
国や県から交付されたり、割り
当てられるお金や市債（市の
借金）

408億171万円 ＋12.5％

譲与税・交
付金・交付
税

皆さんが国に納めた税金の一
部。使い道は自由。

102億3,800万円 +5.5％

国・県支出
金

皆さんが国や県に納めた税金
の一部。使い道は決められて
いる。

226億7,801万円 ＋8.4％

市債
国や銀行などからの借り入れ
（借金）

78億8,570万円 ＋39.4％

合 計 983億円 ＋7.4％

越谷市には、どんな収入があるの？越谷市には、どんな収入があるの？
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自主財源

574億9,830万円

58.5%

依存財源

408億171万円

41.5%

市税

468億700万円

47.6%

分担金及び負担金

9億7,429万円

1.0%

使用料及び手数料

17億4,892万円

1.8%

繰入金

31億9,446万円

3.2%

その他自主財源

47億7,363万円

4.9%

譲与税・交付金・交付税

102億3,800万円

10.4%

国・県支出金

226億7,801万円

23.1%

市債

78億8,570万円

8.0%
【合 計 983億円 100％】

自主財源と依存財源の割合は、どん
な意味があるの？
自主財源と依存財源の割合は、どん
な意味があるの？

自主財源が多いほど、財政が安定し、自主的な事
業をたくさんできるようになります。越谷市は、自主
財源の比率が58.5％となっています。

自主財源が多いほど、財政が安定し、自主的な事
業をたくさんできるようになります。越谷市は、自主
財源の比率が58.5％となっています。
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税 目 説 明 予算額

個人市民税 市民の方が給与などの所得に応じて収める税 207億2,700万円

法人市民税 市内の会社が収益に応じて納める税 27億800万円

固定資産税 土地や家屋などを所有する方が納める税 179億3,400万円

軽自動車税
軽自動車や原動機付自転車などをお持ちの
方が納める税

3億6,200万円

市たばこ税 たばこを買った方が納める税 21億円

事業所税 市内の一定規模以上の会社が納める税 6億6,100万円

都市計画税
市街化区域に土地や建物を所有している方
が納める税

23億1,500万円

（単位：億円）

市税は増えてるの？市税は増えてるの？

景気の影響を受けやすい市税収入は、今後も大きな
伸びを期待することはできません。
景気の影響を受けやすい市税収入は、今後も大きな
伸びを期待することはできません。

市税って、何種類あるの？市税って、何種類あるの？

越谷市に直接入る税(市税）は、7種類あります。越谷市に直接入る税(市税）は、7種類あります。
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市債は借金ですから、無いほうが良いと考えるのがあたりまえで
す。
でも、公園や道路などの整備に必要なお金を１年間の予算でまか
なってしまうと、その年は他の仕事が出来なくなってしまいます。
それに公園や道路はこれから長い間、たくさんの人が利用する施
設ですから、将来の市民の方にも平等に費用を負担していただくこと
も、市債を発行する理由の１つなのです。
越谷市では、通常債の借入れ額を原則５０億円以内とし、借入れ残
高削減に努めています。

借金があると聞いたけど、どうして
借金をするの？
借金があるのに大丈夫なの？

借金があると聞いたけど、どうして
借金をするの？
借金があるのに大丈夫なの？

借金には、負担の公平化の役割もあります。
越谷市では、将来を見据えて新たな借金を
抑制しています。

借金には、負担の公平化の役割もあります。
越谷市では、将来を見据えて新たな借金を
抑制しています。
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作る年 ５年後 １０年後 １５年後

市債を使うと
負担を分けるこ
とができます。

負担
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公営企業

特別会計

一般会計

一般会計

のうち、

特例債分

合計 1,188 1,164 1,165 1,136 1,118

（単位：億円）

市債は、大きな工事をするときに、国や金融機関などから
借り入れる借金です。これを通常債といいます。

そのほかに、国の都合で市が借り入れる借金があり、これ
を特例債といいます。本来国から配られる「地方交付税」と
いうお金が不足した分を、市が代わりに借金をしてまかなう
「臨時財政対策債」や、税の振り替わりである「減税補てん
債」などがあります。
特例債は、市の権限で決定することができないのです。

借金（市債）は増えてるの？借金（市債）は増えてるの？

特別会計分や公営企業分が減少しているため、全
体としては、少なくなっています。しかし一般会計分
は、特例債の影響で増加しています。

特別会計分や公営企業分が減少しているため、全
体としては、少なくなっています。しかし一般会計分
は、特例債の影響で増加しています。

- 10 -



それぞれが、人件費や投資的経費などといった性質の経費で構成
されています。

議会費
(市議会の運営)

6億291万円

総務費
(市の全般的な仕事)

99億8,126万円

民生費
(社会福祉や児童福祉など)

461億1,375万円

衛生費
(医療や環境保全)

96億9,072万円

農林水産業費
(農業の振興)

6億2,670万円

商工費
(商工業や観光の振興)

5億99万円

土木費
(道路や公園等の整備)

98億79万円

消防費
(防災･消防･救急など)

34億7,627万円

労働費
(勤労者福祉や就労支援等)

7,236万円

教育費
(学校教育や社会教育など)

98億1,682万円

公債費
(借入れたお金の返済)

74億5,360万円

その他
(災害時に必要なお金など)

1億6,383万円

支出（歳出）の内訳はどのようになって
いますか？

支出（歳出）の内訳はどのようになって
いますか？

支出（歳出）は、福祉や教育など14の目的に分けて
います。
支出（歳出）は、福祉や教育など14の目的に分けて
います。

教育費
98億1,682万円

人件費
給料や手当
てなど

投資的
経費

校舎の改修
など

物件費
電気代や消
耗品など

たとえば・・・
1つの目的は、色々な性質
を持つ支出によって構成
されています。
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義務的経費

528億7,027万円
53.8%

投資的経費

85億8,313万円
8.7%

その他の経費

368億4,660万円
37.5%

扶助費

265億46万円
27.0%

人件費

189億1,621万円
19.2%

公債費

74億5,360万円
7.6%

普通建設事業費等

85億8,313万円
8.7%

物件費

183億7,852万円
18.7%

繰出金

97億463万円
9.9%

補助費等

80億5,700万円
8.2%

その他

7億646万円 0.7%

支出（歳出）を性質で分けると、扶助費や人件費など
13に分類されます。
支出（歳出）を性質で分けると、扶助費や人件費など
13に分類されます。

支出（歳出）を性質でわけると、どの
ようになるの？
支出（歳出）を性質でわけると、どの
ようになるの？

義務的経費･･･
毎年必ず支出しな
ければならない経
費なのです。

扶助費 生活保護費、障がい者支援費などの福祉や医療に係る経費

人件費 職員の給与などに係る経費

公債費 事業を行うために国や金融機関から借り入れた市債（借
金）の返済金

普通建設
事業費等

道路や学校などの建設や大規模改修など都市基盤の整備に
係る経費、災害復旧費

物件費 光熱水費、消耗品費、通信運搬費、委託料など

繰出金 特別会計の収入を補うための経費

補助費等 一部事務組合に対する負担金など

その他 維持補修費、積立金、貸付金、予備費
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第４次越谷市総合振興計画 後期基本計画には、基本構想に掲げた将来像と施策の大綱
の実現に向けて、施策を体系化するとともに、その方策を示しています。その中で、少子高齢
化の進行や経済動向などの社会的な変化に柔軟に対応しつつ、本市の地域特性を活かした
まちづくりを進めていくには、様々な分野において相乗効果や波及効果のある施策を横断的に
展開することが必要です。
そのため、本市における10年間のまちづくりの方針として掲げた

「人と地域が主役のまちづくり」
「環境と共生したまちづくり」

「文化の息づくやすらぎのまちづくり」
「活力ある産業のまちづくり」

という４つの「まちづくりの視点」をもとに、５年間に重点的かつ優先的に実施する施策とし
て、

「子どもも高齢者も元気な未来創造プロジェクト」
「地域の協働推進プロジェクト」

「安全で利用しやすい公共施設等のマネジメントプロジェクト」
「こしがや魅力発信プロジェクト」

「安心を実感できる命と財産を守るプロジェクト」

の５つを「重点戦略」として位置づけています。

「重点戦略」は、様々な分野の異なる事業を一体的かつ重点的に展開することで総合的な成
果をねらい、関連施策との連携を図ることにより、計画全体の実効性を高めるとともに、個性的
で魅力あるまちづくりの展開を目指します。

▼重点戦略の背景と構成

重点戦略 1 子どもも高齢者も元気な未来創造
プロジェクト

重点戦略 2 地域の協働推進プロジェクト

重点戦略 3 安全で利用しやすい公共施設等の
マネジメントプロジェクト

重点戦略 4 こしがや魅力発信プロジェクト

重点戦略 5 安心を実感できる命と財産を守る
プロジェクト

■人口減少社会の到来と少子高齢化の進行

■安全・安心志向の高まり

■環境意識の高まり

■経済・産業構造の変化

■地方分権の推進と市民によるまちづくり

重点 戦略

・・・新規事業 ・・・一部新規事業
新 一

- 13 -

重点戦略1 子どもも高齢者も元気な未来創造
プロジェクト

重点戦略2 地域の協働推進プロジェクト

重点戦略3 安全で利用しやすい公共施設等の
マネジメントプロジェクト

重点戦略4 こしがや魅力発信プロジェクト

重点戦略5 安心を実感できる命と財産を守る
プロジェクト



重点戦略 1
子どもも高齢者も元気な
未来創造プロジェクト

- 14 -

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

がん検診等事業

市民健康課

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

母子健康づくり事業

市民健康課

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

保健センター整備事業

地域医療課・市民健康課

概 要

主な経費

財 源

12,990千円 210ページ

母子の心身の健康づくりを推進するため、訪問や育児相談等を実施する。また、妊娠、出産、育児
の正しい知識の普及を図るとともに適切な指導・支援を行うことにより、市民の健康づくりを推進する。

・母子健康手帳の交付
・母親学級、両親学級、離乳食教室
の開催
・乳幼児育児・栄養相談
・妊産婦、新生児訪問
・未熟児の養育訪問指導
・産後支援事業

妊産婦・新生児訪問委託料
11,000、産後ケア委託料500

国庫支出金1,910、県支出金
2,900、一般財源8,180

1,433,170千円 204ページ

市民の健康づくりや保健・医療・福祉の連携強化など、地域保健のさらなる拡充を
図るため、新保健センターの整備を進める。

・新保健センター建設工事
・外構工事
・建設工事監理業務委託
・備品等の購入
・移転に係る引越委託

監理委託料9,500、引越委託料3,000、新保
健センター建設工事費1,263,000、外構工
事費120,000、施設用器具購入費34,000

市債759,900、繰入金602,000、
一般財源71,270

434,370千円 212ページ

がん等の早期発見に努め、治療に結びつけるとともに、予防に関する知識の普及を
行い、市民の健康保持・増進を図る。

・肺がん、結核検診
・胃がん検診
・子宮頸がん検診
・乳がん検診
・大腸がん検診
・前立腺がん検診

肺がん・結核検診委託料90,000、胃がん
検診委託料160,000、乳がん検診委託料
70,000

国庫支出金1,980、その他50、
一般財源432,340
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

子育て支援事業

子育て支援課

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

学童保育室建設事業

青少年課

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

子ども・子育て支援給付事業

子ども育成課

概 要

主な経費

財 源

41,700千円

子育て支援事業の拡充により、安心して子育てすることのできる環境を整備し、子
育て中の親の不安や孤立感の解消を図る。

・子育てサロン事業
・ファミリーサポートセンター事業
・緊急サポート事業
・子どもショートステイ事業
・子育て支援ネットワーク推進事業
・第２期越谷市子ども・子育て支援事
業計画（仮称）策定業務

子育てサロン運営委託料25,700、ファミリーサ
ポートセンター事業委託料9,900、緊急サポート
センター事業委託料2,000、子ども・子育て支援
事業計画策定委託料2,000

国庫支出金12,480、県支出金
12,480、一般財源16,740

156ページ

75,000千円 184ページ

学童保育施設の拡充、並びに待機児童の解消を図るため、大沢学童保育室の施
設整備を行う。

・大沢学童保育室の整備 学童保育室建設工事費75,000

国庫支出金36,300、県支出金
9,000、市債23,700、一般財源6,000

4,500,000千円 162ページ

多様化する教育・保育需要に対応するため、保育所、認定こども園、地域型保育事
業所等に対し、入所児童に係る給付費等を支給する。

・給付費等の支弁 施設型給付費3,100,000、地域
型保育給付費1,400,000

国庫支出金1,650,000、県支出金
846,500、
その他710,000、一般財源1,293,500
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

障がい者就労支援事業

障害福祉課

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

老人福祉センター運営事業

福祉推進課

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

19,700千円 136ページ

障がい者の自立を図るため、就労相談や職場定着などの就労支援を実施するとと
もに、多様な就労形態を模索するため、障害者地域適応支援事業を実施する。

・障がい者や企業などへの相談支援
・履歴書作成や面接試験の受け方などの支援
・就職後の定着支援
・離職時や離職後の支援
・職場開拓
・越谷市障害者就労支援事業連絡会議の開催
・障害者地域適応支援事業の実施

障がい者就労支援事業委託料
19,700

一般財源19,700

331,820千円 146ページ

高齢者に関する各種の相談に応じるとともに、生きがいや健康づくり、多様な交流
機会を総合的に供与し、高齢者福祉の増進を図る。

・指定管理者による老人福祉セ
ンター4箇所の管理運営
・路線バス利用者へのバス利用
券交付

光熱水費34,000、老人福祉センター管理運
営委託料284,000、老人福祉センター送迎
委託料7,600、公共下水道使用料5,000

その他1,400、一般財源330,420

特別養護老人ホーム等施設整備促進事業

介護保険課 121,000千円 150ページ

越谷市内で社会福祉法人が整備する特別養護老人ホームの建設に対し補助金を
交付する。

・創設2件への補助金交付 特別養護老人ホーム等施設整
備促進事業費補助金121,000

市債114,900、一般財源6,100
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

西大袋土地区画整理事業

市街地整備課 730,000千円 318ページ

土地区画整理事業による計画的な都市基盤の整備と健全な市街地の形成を図る。

・西大袋土地区画整理会計へ
の繰出金

西大袋土地区画整理会計（繰
出金）730,000

一般財源730,000

公共交通事業

都市計画課 340,574千円 314ページ

越谷市地域公共交通協議会の運営を行うとともに、越谷市地域公共交通網形成計画に基づき、ノン
ステップバスの導入や鉄道駅におけるバリアフリー化を促進するなど、市民・事業者と連携しながら、
公共交通の利便性の向上に努める。

・ノンステップバス導入補助
・北越谷駅、新越谷駅における
ホームドア整備補助
・こしがや公共交通ガイドマップ
等の作成

印刷製本費700、ノンステップバス導入促
進事業費補助金2,000、鉄道駅バリアフ
リー化設備整備事業補助金336,800

県支出金169,400、その他190、
一般財源170,984

小中学校空調設備設置事業

学校管理課 156,200千円 394、404ページ

児童生徒の快適な学習環境を確保するため、PFI事業として普通教室等に整備し
たエアコンの維持管理及び使用状況のモニタリングを行う。

・公有財産購入費（割賦分）
・維持管理業務委託

空調設備維持管理委託料
110,500、空調設備購入費45,700

一般財源156,200



重点戦略 2
地域の協働推進プロジェクト
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

教職員資質向上事業

教育センター 18,420千円 380ページ

教職員の資質向上を図り、中核となる教職員を育成するため、越谷市の子どもと地
域の実態を踏まえた教職員研修及び教育研究を実施する。

・教職員研修の実施
・教職員による教育研究の奨励

教育指導員報酬9,700、講師等謝
礼1,000、教職員研修委託料2,500

一般財源18,420

市民活動支援センター管理事業

市民活動支援課 119,536千円 70ページ

市民の市民活動への参加促進と市民活動団体の支援及び市民文化の向上を図る
ため、指定管理者に委託し、適正な施設の管理運営を図る。

・指定管理者による市民活動支
援センターの管理運営

市民活動支援センター管理運営委託料
101,000、越谷ツインシティ管理費等負担
金14,400

その他1,680、一般財源117,856

自治会振興事業

市民活動支援課 100,100千円 60ページ

自治会の健全育成と円滑な運営を支援し、地域社会における連帯感を高め、自治
意識の向上並びに環境衛生の啓発及び普及を図る。

・自治会連合会、各支部連合会
単位自治会への助成を行う。

修繕料500、自治会掲示板設置工
事費500、自治会振興交付金
99,000

一般財源100,100
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書
市民活動支援課

概 要

主な経費

財 源

集会施設整備事業

34,000千円 60ページ

自治会集会施設の整備を支援し、地域における連帯意識の高揚を図り、地域文化
の発展と福祉の向上に資する。

・集会施設整備（用地取得、新
築）を行う自治会への助成を行
う。

集会施設整備事業費補助金
34,000

県支出金5,000、一般財源
29,000

大沢地区センター・公民館整備事業 新

市民活動支援課 64,300千円 66ページ

新保健センターに移転後の施設（現保健センター）を活用し、大沢地区センター・公民館として整備する
ため、基本・実施設計を行う。また、保健センター移転に伴い、医師会及び歯科医師会が区分所有して
いる床を購入する。

・専門業者に委託し、基本・実
施設計を行う。
・医師会及び歯科医師会が区
分所有している床を購入する。

設計委託料30,000、施設用床
購入費34,300

市債44,400、一般財源19,900

コミュニティ活動推進事業

市民活動支援課 49,005千円 60ページ

各地区の創意工夫による特色あるまちづくりを推進し、心ふれあう豊かな地域社会
の形成を図る。

・越谷市コミュニティ推進協議会及
び各地区コミュニティ推進協議会に
対して助成金を交付する。
・地域自治団体の行う地域のコミュ
ニティ活動に必要な設備の整備等
に対して助成金を交付する。

コミュニティ事業助成金2,500、
地区まちづくり助成金46,500

その他3,570、一般財源45,435
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重点戦略 3
安全で利用しやすい公共施設等の
マネジメントプロジェクト

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

公園施設維持管理事業

公園緑地課 521,090千円 328ページ

公園を安全・快適に利用できるように公園施設等の管理を行う。また、「越谷市市民参加による公園
等の維持管理に関する要綱」に基づき、市民との協働による公園の維持管理を推進する。

・公園施設等の維持管理
・維持管理活動の支援
・維持管理団体への消耗品の支給

消耗品費2,400、公園等管理委託
料294,800、公園施設補修工事費
12,000

その他16,845、一般財源504,245

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

自主防災組織育成事業

危機管理課 12,000千円 120ページ

大規模災害発生時における初動期の防災活動を支援するため、各地域の自主防
災組織による、防災備蓄倉庫の設置等に対する助成を行う。

・防災備蓄倉庫の設置等に対する
助成
・備蓄資器材の購入に対する助成
・防災資器材の購入に対する助成
・防災訓練の実施に対する助成

自主防災組織育成費補助金
12,000

一般財源12,000

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

道路舗装事業

道路建設課 407,500千円 298ページ

近年の交通事情に適応すべく、幹線道路等の舗装改築を行い、車両走行性の向
上を目指すとともに、安全で円滑な道路交通を確保する。

・設計委託料
・道路舗装工事費

設計委託料1,500、道路舗装工
事費406,000

国庫支出金192,000、市債
172,800、一般財源42,700
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

橋りょう耐震化整備事業

道路建設課 622,000千円 304ページ

地震による落橋・倒壊等の甚大な被害の防止と、災害時における迅速な通行・輸送
機能を確保するため橋りょうの耐震化を進める。

・設計委託料
・施設改修工事費

設計委託料41,000、施設改修
工事費581,000

国庫支出金341,000、市債
234,900、一般財源46,100

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

交通安全施設整備事業

道路総務課 150,500千円 302ページ

歩行者等の安全を確保するとともに、交通事故を未然に防止するため、暗い交差点や視認性の悪い道路
を中心に照明灯や反射鏡等を設置し、交通安全の推進に努める。また、照明灯は環境やコスト面で優れて
いるLED灯の設置を推進する。

・消耗品費
・光熱水費
・修繕料
・道路照明灯借上料
・道路安全施設設置工事費

消耗品費800、光熱水費76,000、修繕料
11,000、道路照明灯借上料43,200、道路反射
鏡設置工事費5,000、道路標識設置工事費
2,500、道路照明灯設置工事費12,000

その他1,520、一般財源148,980

排水機場施設維持管理事業

治水課 158,790千円 306ページ

施設の適正な維持管理を行うことにより、台風等の大雨時において、排水機場等の
水防施設を正常に機能させる。

・排水機場運転経費
・排水機場保守点検
・修繕

光熱水費37,000、修繕料21,000、
排水機場維持管理委託料70,700

その他750、一般財源158,040
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重点戦略 4
こしがや魅力発信
プロジェクト

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

ホームページ・テレビ広報事業

広報広聴課 17,400千円 28ページ

市の施策や最新情報をホームページやテレビ埼玉市町村データ放送等でリアルタイムにお知
らせするほか、テレビ広報番組およびラジオ広報番組を制作し、放送する。

・公式ホームページ
・メール配信サービス
・テレビ広報番組
・ラジオ広報番組

放送料5,900、テレビ広報番組制作
等委託料5,200、ホームページシス
テム保守管理等委託料6,300

その他3,600、一般財源13,800

道の駅整備事業

道路建設課 6,240千円 300ページ

道路利用者へのサービス向上と地域の活性化に資するとともに、災害時の防災機
能を備えるなど、多面的要素を持つ道の駅整備に向けた調査等を行う。

・報償費
・委託料

報償費240、道の駅基礎調査委
託料6,000

一般財源6,240

再生可能エネルギー推進事業

環境政策課 10,000千円 236ページ

公共施設への率先導入や、市民等への支援などにより、太陽光をはじめとした再生
可能エネルギーの利用に努める。

・太陽光発電設備及び蓄電池
設置者に対する助成

太陽光発電システム設置費補
助金10,000

一般財源10,000
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

産業活性化推進事業

産業支援課 16,400千円 280ページ

市内中小企業者等を対象に、専門家による相談事業や新たな取組に対する支援を
行うとともに、「こしがや産業フェスタ」を開催し、市内産業の活性化を図る。

・専門的人材の配置
・こしがや産業フェスタの開催
・海外展開等への支援体制の
充実
・新たな事業活動の促進

ビジネスサポート事業委託料7,800、こしがや産
業フェスタ負担金5,000、ジェトロ埼玉負担金
600、ビジネスパワーアップ補助金3,000

一般財源16,400

一

中心市街地活性化推進事業

産業支援課

中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を一体的に推進すると
ともに、蔵の活用等によるにぎわい創出に向けた取組を支援する。

・人材発掘育成
・イベント開催
・情報発信

5,082千円 282ページ

中心市街地活性化推進事業費
補助金5,000

一般財源5,082

観光推進事業

観光課 82,552千円 286ページ

越谷市民まつり、花火大会、田んぼアート事業等の各種イベントや市内の観光資源及び他産業と連
携した観光事業を支援するとともに、北越谷元荒川堤の桜並木の保存・活用に向けた調査を実施
し、さらなる観光振興を図る。

・市民まつり、花火大会等の観
光イベントや観光事業への支
援

観光資源調査等委託料4,000、越
谷市民まつり負担金4,000、観光協
会補助金74,000

一般財源82,552

一
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

魅力発信事業

観光課 27,320千円 286ページ

食を中心とした魅力の発信や地域資源のプロモーションに取り組むとともに、写真共有アプリ「インス
タグラム」や「こしがやの未来を創る魅力宣伝大使」を活用し、広告宣伝することで、市の知名度向上
や郷土愛の醸成を図る。

・都市イメージ向上に資する事業の
実施
・越谷市にゆかりのある著名人、団
体を活用したメディアによる情報発
信力の強化
・「インスタグラム」を活用したブラン
ドプロモーションの実施

こしがや愛されグルメ発信事業委託料5,000、都
市イメージ向上事業委託料15,000、メディアプ
ロモーション事業委託料1,900、インスタグラム
フォトコンテスト事業委託料3,000

その他2,200、一般財源25,120

一

流通・工業系土地利用事業

都市計画課 44,000千円 316ページ

新たな産業用地の創出に向けて、荻島地区において、権利者等の合意取得や関
係機関との調整を図りながら、産業団地実現に向けた検討を行う。

・関係機関協議資料作成業務
委託
・地権者合意取得支援業務委
託
・地権者契約書取得支援業務
委託

産業系土地利用推進事業支援
業務委託料44,000

一般財源44,000

地産地消推進事業

農業振興課 4,200千円 268ページ

市民の地場農産物に対する関心を高めるとともに、学校給食米の生産を支援し、地
場農産物の消費拡大や新たな販路の開拓を図る。

・市内飲食事業者と連携した地
場農産物の利用促進
・学校給食用米「彩のかがや
き」に対する助成

地場農産物利用促進事業委託料
1,000、
学校給食米生産奨励事業助成金3,150

一般財源4,200
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

農地利用集積事業

農業振興課 51,500千円 272ページ

集団的な優良農地を有する地域を中心に農地の利用集積を推進し、本市の貴重
な財産・資源である農地の保全・有効活用を図る。

・水田の区画拡大等の基盤整
備
・農地利用集積事業を実施する
団体への負担金

農地集積推進事業負担金3,700、船渡地区農
地耕作条件改善事業費負担金8,300、西新井・
北後谷地区農地耕作条件改善事業費負担金
33,500

一般財源51,500

農業従事・後継者育成事業

農業振興課 19,330千円 270ページ

新規就農・農業後継者を確保・育成するとともに、農業関係団体の活動や経営規模
の拡大、農作業の効率化を目指す意欲的な農業者に対する支援を行う。

・新規就農・農業後継者の育成
支援
・越谷市特別認定農業者への
補助

新規就農・農業後継者育成支援事業研
修委託料5,000、越谷市特別認定農業
者補助金5,000

県支出金4,520、その他1,880、
一般財源12,930

昭和53年11月3日制定。ニレ科落葉高木。

制定理由
1.昔から武蔵野の風景を思わせる木であり、市内にも多く、
越谷市の自然条件に合う。
2.根を大地に張り、まっすぐに伸びた幹の上に大きく枝を広
げた雄姿は、堂々としており、ますます発展していく越谷
市にふさわしい。

市の木：ケヤキ
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重点戦略 5
安心を実感できる命と財産を守る

プロジェクト

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

急患診療所診療業務事業

地域医療課 124,370千円 216ページ

市民の初期救急医療を確保するため、診療業務を行う。

・夜間診療業務の実施
・医療機器の賃借、保守

診療業務委託料117,000、医療機
器保守点検委託料1,550、医療機
器賃借料3,050

その他56,010、一般財源68,360

救急医療対策事業

地域医療課 17,330千円 202ページ

休日や夜間における初期、第二次救急医療体制を確保するため、休日当番医制
事業、病院群輪番制事業等を実施する。

・休日当番医制事業
・休日歯科当番医制事業
・病院群輪番制病院運営費の
負担
・小児救急医療支援事業運営
費の負担

休日当番医制事業委託料4,660、休日
歯科当番医制事業委託料2,710、病院
群輪番制病院運営費負担金7,600

県支出金90、一般財源17,240

感染症対策事業

保健総務課 27,690千円 222ページ

感染症の発生予防及びまん延防止を図るために、感染症発生時の患者対応、接触者健診、結核患
者に対する医療費公費負担、無料匿名のエイズ・性感染症検査、風しん抗体検査、感染症発生動
向調査及び感染症予防に関する普及啓発等を実施する。

・感染症対策
・結核対策
・感染症診査協議会運営
・感染症発生動向調査

手数料9,000 、風しん抗体検査委
託料4,000 、感染症公費負担医療
給付費7,200

国庫支出金10,470、県支出金110、
その他30、一般財源17,080



主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

概 要

主な経費

財 源

災害予防対策事業

危機管理課 43,443千円 118ページ

大規模災害に備え、女性や要配慮者等にも配慮した備蓄資器材の整備、防災施
設等の維持管理を行う。

・備蓄資器材等の購入
・防災行政無線保守点検
・災害情報管理システム保守管
理
・耐震性飲料用貯水槽の維持
管理

備蓄材料費9,000 、防災行政無線保守点検委
託料7,900、災害情報管理システム保守管理委
託料5,300 、機械器具購入費4,800、耐震性飲
料用貯水槽維持管理負担金1,300

一般財源43,443

越谷市は、元荒川、古利根川、綾瀬川、新方（にいがた）川、中
川の一級河川や葛西用水、末田（すえだ）大用水、谷古田（やこ
た）用水など多くの河川用水が流れ、古くから自然に恵まれた「水
郷こしがや」と呼ばれてきました。
道路は国道4号と国道463号の2本の国道が走り、鉄道は東西に
JR武蔵野線、南北に東武スカイツリーライン（東武鉄道伊勢崎線）
が走っています。
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広聴活動事業

183万円 広報広聴課

協働のまちづくりを進めるため、
市民の提案制度や世論調査、「市長
とふれあいミーティング」などの市
民との懇談を通じ、市制に対する市
民の意見や要望を聴く機会を確保す
る。

総合企画調整事務事業

109万円 政策課

自治基本条例の認知度向上を図る
ため、自治基本条例の普及・啓発に
取り組むとともに、越谷市が加入す
る団体への負担金等を支出する。

自治基本条例推進会議運営事業

69万円 政策課

住みよい自治のまちの実現を目的
とした自治基本条例の実効性を確保
するため、条例の適切な運用、普及
及び見直しに関する事項について調
査審議等を行う。

市民活動支援センター管理事業

1億1,954万円 市民活動支援課

市民の市民活動への参加促進と市
民活動団体の支援及び市民文化の向
上を図るため、指定管理者に委託し、
適正な施設の管理運営を図る。

自治会振興事業

1億10万円 市民活動支援課

自治会の健全育成と円滑な運営を
支援し、地域社会における連帯感を
高め、自治意識の向上並びに環境衛
生の啓発及び普及を図る。

集会施設整備事業

3,400万円 市民活動支援課

自治会集会施設の整備を支援し、
地域における連帯意識の高揚を図り、
地域文化の発展と福祉の向上に資す
る。

大沢地区センター・公民館整備事業

6,430万円 市民活動支援課

地域コミュニティ活動の拠点とな
る地区センター・公民館の整備に向
け、基本・実施設計及び施設用床の
購入を行う。

コミュニティ活動推進事業

4,901万円 市民活動支援課

各地区の創意工夫による特色ある
まちづくりを推進し、心ふれあう豊
かな地域社会の形成を図る。

広報紙発行事業

3,239万円 広報広聴課

広報紙の充実を図り、市政や市民
生活に関する情報を市民に分かりや
すく提供する。

ホームページ・テレビ広報事業

1,740万円 広報広聴課

市の施策や最新情報をホームペー
ジやテレビ埼玉市町村データ放送等
でリアルタイムにお知らせするほか、
テレビ広報番組およびラジオ広報番
組を制作し、放送する。

男女共同参画支援センター
管理運営事業

3,684万円
人権・男女共同
参画推進課

専門性の高い知識やノウハウを
持った指定管理者に男女共同参画を
推進する事業や施設運営を委託し、
質の高いサービスを提供するととも
に、効率的な運営を図る。

本庁舎建設事業

7億400万円 庁舎管理課

新本庁舎の建設工事に着手し、市
民の安全・安心な暮らしを支える親
しみのある新庁舎の実現に向けた取
組を進める。

【平成３１年度大綱別主要施策】
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地域医療推進事業

5,270万円 地域医療課

看護師不足の解消を図るため、看
護師等修学資金の貸与事業を行う。
また、骨髄等の移植及びドナー登録
の推進を図るため、骨髄等を提供し
た者に対し助成金を交付する。

急患診療所診療業務事業

1億2,437万円 地域医療課

市民の初期救急医療を確保するた
め、診療業務を行う。

救急医療対策事業

1,733万円 地域医療課

休日や夜間における初期、第二次
救急医療体制を確保するため、休日
当番医制事業、病院郡輪番制事業等
を実施する。

健康づくり推進事業

1,309万円 市民健康課

第２次健康づくり行動計画・食育
推進計画「いきいき越谷２１」に基
づき、各種健康教室を実施し、正し
い知識の普及を図るとともに適切な
指導・支援を行うことにより、市民
の健康づくりを推進する。

母子健康づくり事業

1,299万円 市民健康課

母子の心身の健康づくりを推進す
るため、訪問や育児相談等を実施す
る。また、妊娠、出産、育児の正し
い知識の普及を図るとともに適切な
指導・支援を行うことにより、市民
の健康づくりを推進する。

保健センター整備事業

14億3,317万円
地域医療課
市民健康課

市民の健康づくりや保健・医療・
福祉の連携強化など、地域保健のさ
らなる拡充を図るため、新保健セン
ターの整備を進める。

総合振興計画策定事業

2,530万円 政策課

本市における平成３３年度からの
新たなまちづくりの指針となる、第
５次総合振興計画の策定及び都市計
画の基本的な方針となる都市計画マ
スタープランの改定を平成３１年
度・平成３２年度の２か年で行う。
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がん検診等事業

4億3,437万円 市民健康課

がん等の早期発見に努め、治療に
結びつけるとともに、予防に関する
知識の普及を行い、市民の健康保
持・増進を図る。

保健衛生事業

271万円 保健総務課

保健衛生の充実を図り、市民の健
康を守るため、衛生関係免許申請受
付、病院等の許可・立入検査、地域
保健従事者の人材育成、献血者確保
促進、厚生労働統計調査（人口動態
調査、国民生活基礎調査等）等の事
業を実施する。

感染症対策事業

2,769万円 保健総務課

感染症の発生予防及びまん延防止
を図るために、感染症発生時の患者
対応、接触者健診、結核患者に対す
る医療費公費負担、無料匿名のエイ
ズ・性感染症検査、風しん抗体検査、
感染症発生動向調査及び感染症予防
に関する普及啓発等を実施する。

精神保健支援事業

178万円 保健総務課

こころの健康の保持・増進を図るた
めに、精神保健福祉相談、家族教室、
ひきこもり支援事業、精神保健に関す
る普及啓発等を実施する。また、「越
谷市いのち支える自殺対策推進計画」
に基づき、自殺対策を総合的かつ計画
的に推進する。

生活衛生事業

593万円 生活衛生課

環境衛生関係施設の許認可、監視
等を通じて、環境衛生水準の維持向
上を図るとともに、衛生害虫の駆除
等を行い、市民の健康の保護と快適
な住環境の保全に努める。

動物管理指導事業

347万円 生活衛生課

動物の愛護と適正な飼養管理の普
及に努め、人と動物の共生するまち
づくりの推進を図る。また、犬の登
録等を推進し、人と動物の共通感染
症である狂犬病の発生を予防する。

食品衛生事業

175万円 生活衛生課

食品の安全性確保のために公衆衛
生の見地から必要な規制その他の措
置を講ずることにより、飲食に起因
する衛生上の危害の発生を防止し、
市民の健康の保護を図る。

動物管理センター施設管理事業

464万円 生活衛生課

収容動物を適正に管理し、公衆衛
生上の危害の発生を防止するととも
に、動物管理センターを利用する市
民等の安全を確保するため、施設の
維持管理を行う。

食肉検査事業

1,326万円 生活衛生課

と畜場及び食鳥処理場で生産され
る食肉の安全を確保するため、と畜
検査及び監視指導等を行う。

衛生検査事業

4,747万円 衛生検査課

食中毒や感染症患者等の検査、流
通食品中の細菌、添加物や残留農薬
などの規格基準検査を通じて、市民
の健康危機の防止と総合的な保健衛
生の推進を図る。

子育て支援事業

4,170万円 子育て支援課

子育てサロン事業等の充実により、
安心して子育てすることのできる環
境を整備し、子育て中の不安や孤立
感の解消を図る。

プレーパーク運営事業

117万円 青少年課

子どもたちの自主性や創造性など
を育むため、プレーパークを開催し、
子どもたちの健全育成を推進する。
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大相模保育所整備事業

720万円 子ども育成課

経年による老朽化に伴う大相模保
育所の建替えに向け、実施設計を行
う。

学童保育室建設事業

7,500万円 青少年課

学童保育施設の拡充、並びに待機
児童の解消を図るため、大沢学童保
育室の施設整備を行う。

子育て充実事業

6億6,074万円 子ども育成課

公共性の高い保育事業を実施する民
間保育園等に補助金を交付し、子育て
の充実を図る。また、長時間預かり保
育を行う幼稚園等を市独自の「こしが
や「プラス保育」幼稚園」と認定し、
事業実施を支援することで３歳児以上
の進路先の選択肢を増やし、待機児童
の解消を図る。

子ども・子育て支援給付事業

45億円 子ども育成課

多様化する教育・保育需要に対応
するため、保育所、認定こども園、
地域型保育事業所等に対し、入所児
童に係る給付費等を支給する。

児童手当給付費

56億円 子育て支援課

次代を担う子どもの成長及び発達
に資することを目的に、中学校修了
までの子どもを養育している方に手
当を支給する。

こども医療給付費

11億円 子育て支援課

子育て家庭の経済的負担の軽減を
図るため、中学校修了までのこども
の医療費（保険診療分）の一部を支
給する。

障がい者就労支援事業

1,970万円 障害福祉課

障がい者の自立を図るため、就労
相談や職場定着などの就労支援を実
施するとともに、多様な就労形態を
模索するため、地域適応支援事業を
実施する。

障がい者等相談支援事業

4,160万円 障害福祉課

障がい者等の地域での生活を支援
するため、障害福祉サービスの利用
援助や必要な専門機関の紹介などの
相談支援について、体制の充実を図
り実施する。

成年後見事業

1,600万円 障害福祉課

判断能力の低下した高齢者や障がい
者等の権利と財産を守る成年後見制度
が、身近なものとして活用されるよう、
制度の普及・啓発、利用に関する相談、
手続き支援等や市民後見人の就任支援
及び活動支援を行い、権利の擁護及び
福祉の増進を図る。

生きがい対策推進事業

7,066万円 福祉推進課

文化・地域活動の場を提供し、多
様な社会参加活動を促進するため、
各種生きがい対策を推進する。

老人福祉センター運営事業

3億3,182万円 福祉推進課

高齢者に関する各種の相談に応じ
るとともに、生きがいや健康づくり、
多様な交流機会を総合的に供与し、
高齢者福祉の増進を図る。

特別養護老人ホーム等
施設整備促進事業

1億2,100万円 介護保険課

越谷市内で社会福祉法人が整備す
る特別養護老人ホームの建設に対し
補助金を交付する。

一部
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南越谷駅・新越谷駅周辺地域
にぎわい創出事業

1,038万円 政策課

南越谷駅・新越谷駅周辺地域の新
たなにぎわいの創出及び地域経済の
活性化を図るため、「南越谷駅・新
越谷駅周辺地域にぎわい創出まちづ
くり計画」の策定に伴う支援業務委
託及び有識者等による懇談会を行う。

西大袋土地区画整理事業
（繰出金）

7億3,000万円 市街地整備課

土地区画整理事業による計画的な
都市基盤の整備と健全な市街地の形
成を図る。

開発指導業務事業

479万円 開発指導課

地域の特性に応じたまちづくりを
推進するとともに、調和のとれた土
地利用の誘導を図るため、都市計画
法による開発許可制度および「越谷
市まちの整備に関する条例」による
公共施設等の整備に係る協議基準に
基づく許可・整備等を行う。

越谷吉川線整備事業

4億2,662万円 道路建設課

道路交通の円滑化を図るため、足
立越谷線から南越谷駅越谷駅線まで
の整備を行う。

道路舗装事業

4億750万円 道路建設課

安全な走行および道路環境の向上
を図るため、道路の舗装改良を行う。

橋りょう耐震化整備事業

6億2,200万円 道路建設課

地震による落橋・倒壊等の甚大な
被害の防止と、災害時における迅速
な通行・輸送機能を確保するため橋
りょうの耐震化を進める。

道の駅整備事業

624万円 道路建設課

道路利用者のための休憩機能や、
災害時の避難場所としての防災機能、
本市の持つ魅力や観光情報発信のほ
か、新たな都市型農業を推進する機
能などを備えた交流拠点施設の整備
に向けた調査を行う。

交通安全施設整備事業

1億5,050万円 道路総務課

歩行者及び自転車利用者等の安全
を確保するとともに交通事故を未然
に防止するため、暗い交差点や視認
性の悪い道路を中心に道路照明灯や
道路反射鏡等を設置し、交通安全の
推進に努める。

公共交通事業

3億4,057万円 都市計画課

越谷市地域公共交通協議会の運営
を行うとともに、越谷市地域公共交
通網形成計画に基づき、ノンステッ
プバスの導入や鉄道駅におけるバリ
アフリー化を促進するなど、市民・
事業者と連携しながら、公共交通の
利便性の向上に努める。

平方公園整備事業

2億7,180万円 公園緑地課

市の北部地域の総合公園として事
業の進捗を図る。
※用地取得などに係る経費は、公共
用地先行取得事業費特別会計に計上
（131,020千円）。

住区基幹公園等整備事業

1億4,106万円 公園緑地課

市民のだれもが気軽に歩いて利用
でき、災害時の一時避難場所として
も活用できるように、地域に身近な
公園の整備及び用地取得を図る。

公園施設維持管理事業

5億2,109万円 公園緑地課

公園を安全・快適に利用できるよ
うに公園施設等の管理を行う。また、
「越谷市市民参加による公園等の維
持管理に関する要綱」に基づき、市
民との協働による公園の維持管理を
推進する。
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元荒川緑道整備事業

400万円 公園緑地課

埼玉県の「川の国埼玉はつらつプ
ロジェクト」に選定されたことを受
け、市民が散策・健康増進の場、地
域活動や賑わい創出の場として、元
荒川緑道の利活用推進に資する施設
整備を行う。

新方川緑道整備事業

1,200万円 公園緑地課

埼玉県の「川の国埼玉はつらつプ
ロジェクト」に選定されたことを受
け、市民が散策・健康増進の場、地
域活動や賑わい創出の場として、新
方川緑道の利活用推進に資する施設
整備を行う。

応急対策事業

3,050万円 治水課

緊急的かつ応急的な対応をとるべ
き施設の改善や、ポンプ施設の増強
を行うことにより、台風等の大雨時
における浸水被害の軽減を図る。

新川都市下水路整備事業

1億6,470万円 治水課

新川流域の浸水被害を軽減させる
ため、新川都市下水路の整備を行う。

排水機場施設維持管理事業

1億5,879万円 治水課

施設の適切な維持管理を行うこと
により、台風等の大雨時において、
排水機場等の水防施設を正常に機能
させる。

既存建築物改修促進事業

660万円 建築住宅課

災害に強い安全で安心なまちづく
りを具体的に進めるため、民間住宅
に対し耐震診断及び耐震改修費用の
一部を助成し、市内既存建築物の耐
震化を促進する。

緊急輸送道路閉塞建築物
改修促進事業

130万円 建築住宅課

緊急輸送道路沿道の旧耐震基準で
建設された建築物に対し、耐震診断
費用の一部を助成し、地震による建
築物倒壊等の甚大な被害の防止と、
災害時における迅速な通行・輸送機
能を確保するための耐震化を進める。



地球温暖化推進対策事業

617万円 環境政策課

環境管理計画及び地球温暖化対策
実行計画の改定に着手し、社会情勢
の変化に対応した施策を検討すると
ともに、市民や事業者と協働し、地
球温暖化対策を推進する。

大気・水質対策事業

2,501万円 環境政策課

大気汚染や水質汚濁等の防止を図
り、安全で良好な生活環境を確保す
るため、各種法令に基づき、工場・
事業所等の発生源の監視・指導や、
ＰＭ2.5などの環境モニタリングを
行う。

再生可能エネルギー推進事業

1,000万円 環境政策課

公共施設への率先導入や、市民等
への支援などにより、太陽光をはじ
めとした再生可能エネルギーの利用
に努める。

資源回収奨励補助金交付事業

5,800万円 リサイクルプラザ

地域において自主的な資源回収を
行う団体に対して、補助金を交付す
ることにより、ごみの減量化による
処理経費の節減及び資源の有効利用
に対する市民の意識高揚を図る。

資源物分別収集事業

2億4,700万円 リサイクルプラザ

ごみ集積所に出される資源物の定
期的な収集運搬を行い、ごみの減
量・資源化の推進を図る。また、ご
み収集カレンダーの配布並びに廃棄
物減量等推進員の協力により、排出
方法の普及啓発を図る。

大気汚染自動測定局整備事業

1,242万円 環境政策課

大気汚染物質を測定する東越谷測
定局の局舎と測定機器の老朽化に伴
い、局舎の建替えと測定機器を更新
する。

一般廃棄物廃棄物処理
基本計画策定事業

300万円 リサイクルプラザ

ごみの減量・資源化の推進を図る
ため、平成３３年度から１０年間を
計画期間とする新たな一般廃物処理
基本計画の策定を、平成３１年度、
平成３２年度の２か年で行う。

産業廃棄物対策事業

3,088万円 産業廃棄物指導課

産業廃棄物の処理業等に係る許可
業務及び排出事業者への指導により、
生活環境の保全や公衆衛生の向上を
図る。また、ポリ塩化ビフェニル廃
棄物の期限内処理に向け、市内事業
所等の状況調査及び指導を行い適正
処理を促進する。

自主防災組織育成事業

1,200万円 危機管理課

大規模災害発生時における初動期
の防災活動を支援するため、各地域
の自主防災組織による、防災備蓄倉
庫の設置等に対する助成を行う。

防災施設整備事業

5億5,000万円 危機管理課

住民向けの主要な情報伝達手段で
ある固定系防災行政無線のデジタル
方式による再整備に着手するほか、
避難場所誘導板や避難場所照明灯の
整備を行う。

災害予防対策事業

4,344万円 危機管理課

大規模災害に備え、女性や要配慮
者等にも配慮した備蓄資器材の整備、
防災施設等の維持管理を行う。

防犯対策事業

679万円 くらし安心課

安全で安心な地域社会実現のため、
自主的な防犯活動に対する支援や啓
発活動を推進し、市民の防犯意識向
上に努める。また、街頭防犯カメラ
の運用など越谷警察署等と連携を図
りながら、犯罪の起こりにくい環境
づくりを推進する。
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一部
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空き家等適正管理事業

312万円 建築住宅課

市内の空き家等に関する対策を総
合的かつ計画的に実施するため、
「越谷市空家等対策計画」に則り、
空き家等の適正化に向けて施策を実
施する。

交通安全指導事業

5,337万円 くらし安心課

交通事故を防止するため、交通指
導員による交通安全指導や啓発活動
等を行う。

消費生活相談事業

697万円 くらし安心課

消費生活における諸問題を解決す
るため、専門的知識を有する相談員
を配置し、市民からの相談に対応す
る。

火災予防事業

885万円 予防課

火災の発生を未然に防止し、火災被害の
軽減を図るため、住宅用火災警報器の設置促
進及び適正な維持管理の啓発に努める。また、
予防査察を継続的に行い、法令違反の是正を
促進し、防火管理体制の確立を図る。さらに
地震体験車などを活用した訓練及び消防音楽
隊の演奏活動を通して、市民の防火・防災意
識の高揚を図る。

常備消防車両等整備事業

1億9,500万円
警防課
救急課

複雑多様化する各種災害に対応す
るため、計画的に消防車両の更新を
行う。

応急手当普及啓発事業

919万円 救急課

救命効果の向上を図るため、応急
手当の普及啓発活動を推進する。ま
た、市の公共施設等に設置したAED
（自動対外式除細動器）の維持管理
を行う。

消防団施設整備事業

5,386万円 警防課

地域における災害時の活動拠点施
設である消防団器具置場の建替えを
行う。

非常備消防車両等整備事業

800万円 警防課

地域における災害対応力を強化す
るため、消防団の小型動力ポンプ付
軽消防自動車を整備する。

市の鳥：シラコバト

昭和63年11月3日制定。ハト目ハト
科。全長３０センチ前後の乳白色の
ハトで首には黒い線が入っています。
戦後、数が激減し、今では越谷市を
中心とした関東地方の一部にのみ生息する貴重な鳥です。
昭和３１年に国の天然記念物に、４０年には県民の鳥に定められる
など、まさに越谷市の鳥にふさわしいものです。
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中小企業資金融資事業

1億2,843万円 産業支援課

市内中小企業者の経営基盤の安定
や起業家の育成を図るため、事業資
金の融資あっせんを行うとともに、
支払利子の助成を行い、利用者負担
を軽減する。

産業活性化推進事業

1,640万円 産業支援課

市内中小企業者等を対象に、専門
家による相談事業や新たな取り組み
に対する支援を行うとともに、「こ
しがや産業フェスタ」を開催し、市
内産業の活性化を図る。

伝統的地場産業育成支援事業

65万円 産業支援課

地場産業の育成、振興を図るため、
伝統的手工芸品の製造事業者等に対
する支援及びＰＲ活動を実施する。

創業者等育成支援事業

680万円 産業支援課

創業支援セミナーの開催や、新た
に事業を営むための初期費用及び貸
室に係る家賃の一部を助成する補助
金等により、本市産業の主要な担い
手となる創業者等の育成を図る。

商店街活性化推進事業

1,120万円 産業支援課

商店会等が実施する販売促進や運
営改善、商店街施設・設備の整備等
の事業に対する支援を行い、市内商
店街の活性化を推進する。

中心市街地活性化推進事業

508万円 産業支援課

中心市街地における都市機能の増
進及び経済活力の向上を一体的に推
進するとともに、蔵の活用等による
にぎわい創出に向けた取組みを支援
をする。

観光推進事業

8,255万円 観光課

越谷市民まつり、花火大会、田ん
ぼアート事業等の各種イベントや市
内の観光資源及び他産業と連携した
観光事業を支援するとともに、北越
谷元荒川堤の桜並木の保存・活用に
向けた調査を実施し、さらなる観光
振興を図る。

魅力発信事業

2,732万円 観光課

食を中心とした魅力の発信や地域
資源のプロモーションに取り組むと
ともに、写真共有アプリ「インスタ
グラム」や、「こしがやの未来を創
る魅力宣伝大使」を活用し、広告宣
伝することで、市の知名度向上や郷
土愛の醸成を図る。

流通・工業系土地利用事業

4,400万円 都市計画課

新たな産業用地の創出に向けて、
荻島地区において、権利者等の合意
取得や関係機関との調整を図りなが
ら、産業団地実現に向けた検討を行
う。

地産地消推進事業

420万円 農業振興課

市民の地場農産物に対する関心を
高めるとともに、学校給食米の生産
を支援し、地場農産物の消費拡大や
新たな販路の開拓を図る。

農業技術研究事業

3,604万円 農業振興課

土壌分析による土づくりへの支援
や試験栽培の情報提供など、農業経
営の向上を支援するとともに、生産
技術に係る各種試験研究に取り組む。

高収益農業推進事業

132万円 農業振興課

いちご狩り園「越谷いちごタウ
ン」の適正管理や農業と他産業の連
携を図るなど、首都近郊という立地
を活かした高収益が見込める都市農
業の展開を支援する。

一部

一部 一部
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農地利用集積事業

5,150万円 農業振興課

集団的な優良農地を有する地域を
中心に農地の利用集積を推進し、本
市の貴重な財産・資源である農地の
保全・有効活用を図る。

かんがい排水整備事業

6,460万円 農業振興課

農業用水の安定供給及び農地の洪
水等による被害を防止し、生産性の
向上と生産量の安定化のため、かん
がい排水の計画的な整備を行う。

東埼玉資源環境組合
周辺環境整備事業

7,240万円 農業振興課

東埼玉資源環境組合第一工場の基
幹改修工事に併せて、周辺環境の向
上を図るため、道路及びかんがい排
水の整備を行う。

農業従事・後継者育成事業

1,933万円 農業振興課

新規就農・農業後継者を確保・育
成するとともに、農業関係団体の活
動や経営規模の拡大、農作業の効率
化を目指す意欲的な農業者に対する
支援を行う。

若年者等就業支援事業

340万円 産業支援課

就職を希望する若年者、女性等を
対象にして専門のキャリアコンサル
タントを配置し、就職に向けたきめ
細かな総合的コンサルティングを実
施する。

職業能力開発支援事業

190万円 産業支援課

就職を希望する市民を対象に、
キャリア形成につながる各種セミ
ナー等を実施し、就業能力の向上を
図る。

学校図書館運営活性化事業

4,615万円 指導課

授業における図書資料の活用や司
書教諭及び学校図書館運営ボラン
ティアとの連携による学校図書館の
充実、活性化を図り、児童生徒の読
書活動を推進するため、小中学校に
学校司書を配置する。

研究委嘱校等支援事業

685万円 指導課

学力の向上・中１ギャップの解
消・自己肯定感の高揚を目的として、
全小中学校へ研究指定・研究委嘱を
行うとともに５年間を総括し、次年
度以降の新たな計画を策定する。

学校教育推進事業

1,676万円 指導課

いじめ・不登校の未然防止、早期
発見、早期解消のため、越谷市いじ
め防止基本方針を踏まえたいじめの
防止等に係る取組を実施する。（い
じめ問題対策・いじめ防止対策
2,210千円）
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教職員健康管理事業

1,811万円 学務課

教職員の心身の健康を確保してい
くため、在校時間の適正な管理と長
時間在校者への健康指導やストレス
チェックを実施し、メンタルへルス
対策を推進する。

学校給食栄養管理事業

14億1,432万円 給食課

児童生徒の心身の健全な発達に資
するため、多様な食品を組み合わせ
栄養バランスのとれた完全給食を提
供する。

地域の特色を生かした郷土料理、
地場農産物の利用など献立を工夫し、
給食内容の充実を図る。

教育相談事業

6,066万円 教育センター

不登校、いじめ、就学等の諸問題
について専門的な相談活動を行うと
ともに、適応指導教室の運営および
学校・フリースクール等との連携に
より、不登校児童生徒への教育的支
援を行う。

就学援助事業

3億9,350万円 学務課

経済的理由により就学困難と認め
られる児童生徒の保護者に対する就
学援助制度を拡充し、新入学児童生
徒に対する学用品費の入学前支給を
実施する。

特別支援教育支援員等配置事業

6,738万円 学務課

特別支援教育支援員、病休代替職
員、欠員補充職員、日本語指導員等
を配置・派遣し、よりきめ細かな指
導に努め、児童生徒の学校生活の充
実を推進する。また、スクールサ
ポートスタッフを配置し、教職員の
負担軽減を図る。

備品整備事業（給食センター）

2,920万円 給食課

第一学校給食センターの連続揚物
機を更新するほか、各学校給食セン
ターの調理用機器類及び小中学校の
配膳台等を計画的に整備更新する。

特別支援教育推進事業

320万円 教育センター

個別的な教育ニーズのある児童生
徒に対し適切な教育的支援を行うた
め、専門家による発達支援訪問指導
や特別支援教育に関する専門性の向
上を目的とした研修を実施する。

小学校施設管理費

2億9,229万円 学校管理課

国の「登下校プラン」に基づき、
登下校時における子供の安全確保を
図るため、市内小学校の通学路に防
犯用カメラを設置し、安全・安心な
まちづくりを推進する。
（通学路の防犯用カメラ借上げ
2,360千円）

小学校施設改修費

4億810万円 学校管理課

各家庭では、洋式トイレが標準的
な仕様となっているが、学校施設で
は、和式トイレが大部分を占めてい
ることから、小学校校舎、屋内運動
場のトイレの洋式化を図る。
（トイレ改修工事費 304,000千
円）

小中学校空調設備設置事業

1億5,620万円 学校管理課

児童生徒の快適な学習環境を確保
するため、普通教室等に整備したエ
アコンの維持管理及び使用状況のモ
ニタリングを行う。

川柳小学校校舎増築事業

1億3,750万円 学校管理課

児童数増加等による教室不足に対
応するため、校舎の増築を行い、必
要な学習環境を確保する。

なお、平成３１年度は、校舎の増
築工事及び工事監理業務を行う。

教職員資質向上事業

1,842万円 教育センター

教職員の資質向上を図り、中核と
なる教職員を育成するため、越谷市
の子どもと地域の実態を踏まえた教
職員研修および教育研究を実施する。
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少年自然の家施設管理費

3,800万円 生涯学習課

耐震診断の結果を受けて施設を休
所していることから、耐震補強の工
法等について検討を行う。
（耐震工法検討業務委託料 3,500
千円）

科学技術体験センター管理運営費

8,619万円 生涯学習課

市民の科学への興味・関心を高め
るため、工夫を凝らした講座を開催
する。また、施設を安全かつ快適に
利用いただけるよう、適正な管理運
営を行う。

蔵書等整備事業

6,918万円 図書館

資料の製本、図書・雑誌情報の作
成、図書館システムの活用等を行い、
蔵書の整備を図るとともに、情報発
信と資料管理の充実や、利用者の利
便性の向上等に努める。

図書購入事業

4,580万円 図書館

本館・移動図書館・北部図書室・
南部図書室・中央図書室用のほか、
地区センター・公民館や学童保育室、
地域家庭文庫等へ配本するため、図
書の購入を行い、図書館サービスの
中心である資料貸出の充実を図る。

雑誌等購入事業

550万円 図書館

図書館資料としての雑誌や視聴覚
資料等の充実を図り、サービスの向
上に努める。

東京オリンピック・パラリンピック推進事業

319万円 スポーツ振興課

２０２０年の東京オリンピックポ
ルトガル卓球チームの事前キャンプ
受入れのため、卓球台の購入等を行
い、練習環境の整備を行う。

（仮称）越谷市立地域
スポーツセンター整備事業

700万円 スポーツ振興課

老朽化した第１・第２体育館の建
替えに向け、民間活力の導入を検討
し、新たな地域スポーツの拠点とな
る体育施設の整備を進める。
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１　歳　入 （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

1 市 税 46,807,000 47.6 46,086,000 50.4 721,000 1.6

2 地 方 譲 与 税 690,000 0.7 690,000 0.7 0 0.0

3 利 子 割 交 付 金 60,000 0.1 60,000 0.1 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 230,000 0.2 200,000 0.2 30,000 15.0

5 株式等譲渡所得割交付金 200,000 0.2 150,000 0.2 50,000 33.3

6 地方消費税交付金 5,500,000 5.6 5,200,000 5.7 300,000 5.8

7 自 動 車 取得 税 交 付金 130,000 0.1 220,000 0.2 ▲ 90,000 ▲ 40.9

8 環境性能割交付金 60,000 0.1 60,000 皆増

9 地 方 特 例 交 付 金 320,000 0.3 270,000 0.3 50,000 18.5

10 地 方 交 付 税 3,000,000 3.1 2,870,000 3.1 130,000 4.5

11 交通安全対策特別交付金 48,000 0.0 48,000 0.0 0 0.0

12 分担金及び負担金 974,290 1.0 1,005,010 1.1 ▲ 30,720 ▲ 3.1

13 使用料及び手数料 1,748,921 1.8 1,732,072 1.9 16,849 1.0

14 国 庫 支 出 金 16,687,885 17.0 15,468,615 16.9 1,219,270 7.9

15 県 支 出 金 5,990,120 6.1 5,444,060 5.9 546,060 10.0

16 財 産 収 入 70,000 0.1 67,620 0.1 2,380 3.5

17 寄 附 金 1,010 0.0 1,010 0.0 0 0.0

18 繰 入 金 3,194,461 3.2 2,717,320 3.0 477,141 17.6

19 繰 越 金 1,000,000 1.0 1,000,000 1.1 0 0.0

20 諸 収 入 3,702,613 3.8 2,612,893 2.9 1,089,720 41.7

21 市 債 7,885,700 8.0 5,657,400 6.2 2,228,300 39.4

98,300,000 100.0 91,500,000 100.0 6,800,000 7.4

一 般 会 計 当 初 予 算

款

歳　入　合　計

－－

（単位：千円、％）

98,300,000 91,500,000 6,800,000 7.4 

65,714,000 65,232,000 482,000 0.7 

32,390,000 33,190,000 ▲ 800,000 ▲ 2.4 

3,850,000 3,730,000 120,000 3.2 

18,680,000 17,620,000 1,060,000 6.0 

92,000 42,000 50,000 119.0 

530,000 280,000 250,000 89.3 

120,000 130,000 ▲ 10,000 ▲ 7.7 

1,700,000 2,060,000 ▲ 360,000 ▲ 17.5 

7,960,000 7,820,000 140,000 1.8 

392,000 360,000 32,000 8.9 

12,163,000 11,750,000 413,000 3.5 

176,177,000 168,482,000 7,695,000 4.6 

会  計  別  一  覧  表

比較増減額 増減率本年度予算額

特 別 会 計

会　　　計　　　名 前年度予算額

一 般 会 計

合　　　　　計

公 共 下 水 道

公 共 用 地 先 行 取 得

病 院 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

西 大 袋 土 地 区 画 整 理

介 護 保 険

七 左 第 一 土 地 区 画 整理

東 越 谷 土 地 区 画 整 理

母子父子寡婦福祉資金貸付金



２　歳　出［性質別］ （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

18,916,210 19.2 18,644,000 20.4 272,210 1.5

26,500,460 27.0 25,294,150 27.6 1,206,310 4.8

7,453,596 7.6 7,152,391 7.8 301,205 4.2

52,870,266 53.8 51,090,541 55.8 1,779,725 3.5

18,378,517 18.7 16,317,772 17.8 2,060,745 12.6

434,940 0.4 410,840 0.5 24,100 5.9

8,056,997 8.2 7,440,897 8.1 616,100 8.3

3,010 0.0 4,010 0.0 ▲ 1,000 ▲ 24.9

148,510 0.2 177,010 0.2 ▲ 28,500 ▲ 16.1

9,704,630 9.9 10,023,400 11.0 ▲ 318,770 ▲ 3.2

8,583,110 8.7 5,915,510 6.5 2,667,600 45.1

補 助 事 業 費 2,897,880 2.9 2,383,960 2.6 513,920 21.6

単 独 事 業 費 5,586,530 5.7 3,433,150 3.8 2,153,380 62.7

そ の 他 98,700 0.1 98,400 0.1 300 0.3

20 0.0 20 0.0 0 0.0

120,000 0.1 120,000 0.1 0 0.0

98,300,000 100.0 91,500,000 100.0 6,800,000 7.4歳　出　合　計

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

予 備 費

貸 付 金

区　　  分

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 － － －
－
－ － －
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２　歳　出［目的別］ （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

1 議 会 費 602,914 0.6 595,520 0.7 7,394 1.2

2 総 務 費 9,981,260 10.2 8,701,240 9.5 1,280,020 14.7

3 民 生 費 46,113,753 46.9 43,023,019 47.0 3,090,734 7.2

4 衛 生 費 9,690,716 9.9 8,453,390 9.2 1,237,326 14.6

5 労 働 費 72,355 0.1 70,235 0.1 2,120 3.0

6 農 林 水 産 業 費 626,700 0.6 563,587 0.6 63,113 11.2

7 商 工 費 500,988 0.5 518,190 0.6 ▲ 17,202 ▲ 3.3

8 土 木 費 9,800,794 10.0 9,394,256 10.3 406,538 4.3

9 消 防 費 3,476,271 3.5 3,384,244 3.7 92,027 2.7

10 教 育 費 9,816,823 10.0 9,458,098 10.3 358,725 3.8

11 災 害 復 旧 費 20 0.0 20 0.0 0 0.0

12 公 債 費 7,453,596 7.6 7,152,391 7.8 301,205 4.2

13 諸 支 出 金 43,810 0.0 65,810 0.1 ▲ 22,000 ▲ 33.4

14 予 備 費 120,000 0.1 120,000 0.1 0 0.0

98,300,000 100.0 91,500,000 100.0 6,800,000 7.4

款

歳　出　合　計
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（単位：千円、％）

区分 款 本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

市 税 46,807,000 47.6 46,086,000 50.4 721,000 1.6

分担金及び負 担金 974,290 1.0 1,005,010 1.1 ▲ 30,720 ▲ 3.1

使用料及び手 数料 1,748,921 1.8 1,732,072 1.9 16,849 1.0

財 産 収 入 70,000 0.1 67,620 0.1 2,380 3.5

寄 附 金 1,010 0.0 1,010 0.0 0 0.0

繰 入 金 3,194,461 3.2 2,717,320 3.0 477,141 17.6

繰 越 金 1,000,000 1.0 1,000,000 1.1 0 0.0

諸 収 入 3,702,613 3.8 2,612,893 2.9 1,089,720 41.7

小    計 57,498,295 58.5 55,221,925 60.5 2,276,370 4.1

地 方 譲 与 税 690,000 0.7 690,000 0.7 0 0.0

利 子 割 交 付 金 60,000 0.1 60,000 0.1 0 0.0

配 当 割 交 付 金 230,000 0.2 200,000 0.2 30,000 15.0

株式等譲渡所得割交付金 200,000 0.2 150,000 0.2 50,000 33.3

地方消費税交 付金 5,500,000 5.6 5,200,000 5.7 300,000 5.8

自動車取得税交 付金 130,000 0.1 220,000 0.2 ▲ 90,000 ▲ 40.9

環境性能割交 付金 60,000 0.1 60,000 皆増

地 方 特 例 交 付 金 320,000 0.3 270,000 0.3 50,000 18.5

地 方 交 付 税 3,000,000 3.1 2,870,000 3.1 130,000 4.5

交通安全対策特別交付金 48,000 0.0 48,000 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 16,687,885 17.0 15,468,615 16.9 1,219,270 7.9

県 支 出 金 5,990,120 6.1 5,444,060 5.9 546,060 10.0

市 債 7,885,700 8.0 5,657,400 6.2 2,228,300 39.4

小    計 40,801,705 41.5 36,278,075 39.5 4,523,630 12.5

98,300,000 100.0 91,500,000 100.0 6,800,000 7.4

自 主 財 源 と 依 存 財 源

自

主

財

源

依

存

財

源

歳　入　合　計

－ －－－
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千円

期日前投票所等賃借費 平成３０年度 ～ 平成３１年度 1,400

子ども・子育て支援事業計画策定委託料 平成３０年度 ～ 平成３１年度 7,000

保健センター整備事業 平成３０年度 ～ 平成３１年度 1,620,000

トレーニング機器賃借費 平成３０年度 ～ 平成３５年度 21,000

債　務　負　担　行　為

事　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　 度　 額

千円

総合振興計画等策定支援業務委託料 平成３１年度 ～ 平成３２年度 45,000

固定系デジタル防災行政無線整備事業 平成３１年度 ～ 平成３２年度 1,015,000

地域福祉計画策定支援業務委託料 平成３１年度 ～ 平成３２年度 10,000

障がい者計画等策定支援業務委託料 平成３１年度 ～ 平成３２年度 10,000

特別養護老人ホーム等施設整備促進事業 平成３１年度 ～ 平成３２年度 655,000

環境管理計画策定支援業務委託料 平成３１年度 ～ 平成３２年度 12,000

一般廃棄物処理基本計画策定支援等業務委託料 平成３１年度 ～ 平成３２年度 7,000

第３次都市農業推進基本計画策定支援業務委託料 平成３１年度 ～ 平成３２年度 5,000

川柳小学校校舎増築事業 平成３１年度 ～ 平成３２年度 576,000

債　務　負　担　行　為

事　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　 度　 額

起  債  の  目  的 限  度  額 起債の方法   利     率  償  還  の  方  法

千円

本庁舎整備事業 617,200

地区センター・公民館整備事業 44,400

防災施設整備事業 547,000

障がい者施設整備事業 3,000

老人福祉施設整備事業 130,900

障がい児施設整備事業 6,700

学童保育室整備事業 23,700

保健センター整備事業 759,900

かんがい排水整備事業 39,600

東埼玉資源環境組合周辺環境整
備事業

13,400

出羽堀はつらつプロジェクト事業 36,300

道路整備事業 439,200

河川整備事業 36,300

街路整備事業 405,300

新川都市下水路整備事業 84,700

公園整備事業 222,400

緑道整備事業 7,400

排水路整備事業 18,000

消防施設整備事業 247,400

科学技術体験センター整備事業 29,200

学校施設整備事業 264,300

川柳小学校校舎増築事業 88,500

給食センター整備事業 20,900

平成３１年度臨時財政対策 3,800,000

 普通貸借又は
 証券発行

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金について
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

政府資金についてはそ
の融資条件により、銀
行その他の場合にはそ
の債権者と協定する事
項による。ただし、市
財政その他の都合によ
り据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは
繰上償還又は低利に借
り換えることができ
る。

地　方　債
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昭和53年11月3日制定。キク科多年草。
制定理由
1 一般公募の中で、草花としての
イメージが最も高い花である。
2 栽培もたやすく、その美しさと容
姿は古くから日本人に親しまれて
いる。

市の花：キク

継　続　費　の　状　況

＊平成30年度12月補正予算で継続費を設定

内容

監理委託料

新庁舎建設工事費

監理委託料

新庁舎建設工事費

監理委託料

本庁舎解体工事費

15,000

5,613,000

15,000

721,000

15,000

883,000

14,000

24,000

680,000

150,000

監理委託料

(仮称)市民協働ｿﾞｰﾝ建設工事費

監理委託料

(仮称)市民協働ｿﾞｰﾝ建設工事費

千円

内　訳

金　額

0契約手続き

事　　　業　　　名 総額 年 度 金額

千円 千円

本 庁 舎 建 設 事 業 8,130,000

平 成 33 年 度 736,000

平 成 34 年 度 898,000

平 成 35 年 度 164,000

平 成 30 年 度 0

平 成 31 年 度 704,000

平 成 32 年 度 5,628,000
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20,000 20,000 272,889 272,889 224,689

３１年度
（見込み）

6,249,222

1,671,900

30,076,77539,053,568

1,324,800 2,099,300

38,222,586

地方債現在高の推移

36,657,778 34,295,493公 共 下 水 50,479,639 48,337,226

公 共 用 地 410,880 578,600

702,294 608,107臨時税収補てん債

区 画 整 理 5,278,112 5,451,862

33,907,375

一般会計の地方債現在高のうち、教育施設や道路などの整備事業に充てる通常債は減少傾向にありますが、国の財源不足等
により発行する特例債（臨時財政対策債、臨時税収補てん債、減税補てん債の合計）は増加しています。

5,882,719

28,132,245 26,554,209

2,022,460

41,145,280

単位：千円

単位：千円

（見込み）

0

1,488,237

43,038,565

27,965,187

0

41,605,710

２９年度 ３０年度

1,128,722

26,374,675

３１年度
（見込み）

43,850,974

0

838,827

26,709,061

71,398,862

２２年度 ２３年度

減 税 補 て ん 債

通 常 債

臨時財 政対 策債

２７年度 ２８年度

36,315,941 38,499,88125,899,366 28,697,895 31,417,137 40,127,583

4,806,002

313,522 211,177 106,685

2,709,149 2,308,158 1,900,701

511,944 413,763

3,675,6867,026,575 5,922,893

２４年度 ２５年度 ２６年度

47,618,387

68,175,121 68,741,159 69,042,962 69,151,461

46,281,087 44,664,658

5,568,730 5,579,312 5,817,607

378,180 206,000

29,704,35033,534,172 32,426,333 31,440,038 30,744,335

２７年度

合 計 67,162,407 67,655,228

655,500

合 計 56,168,631 54,367,688 52,111,217 49,580,608

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

46,164,307 43,795,296

福 祉 資 金 - - - - -

42,708,627 40,531,376

68,689,178 71,059,134 70,541,962

1,797,700

5,887,580 6,117,785

32,001,675

（見込み）

２９年度 ３０年度

6,459,112

２８年度

0

100

200

300

400

500

600

700

２２年

度

２３年

度

２４年

度

２５年

度

２６年

度

２７年

度

２８年

度

２９年

度

３０年

度

３１年

度

億円

特別会計現在高（区画整理・公共用地・公共下水・福祉資金） 区画整理

公共用地

公共下水

福祉資金

0

100

200

300

400

500

600

700

800

２２年

度

２３年

度

２４年

度

２５年

度

２６年

度

２７年

度

２８年

度

２９年

度

３０年

度

３１年

度

億円

一般会計現在高推移
臨時財政対策債

臨時税収補てん債

減税補てん債

通常債



■「広報こしがやお知らせ版」４月号
毎年の当初予算について、掲載しています。

予算についてもっと知りたい方は・・・
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■毎年の予算がご覧いただけます
ホーム＞市政・市民参加＞予算・決算

■他にも・・・
「財政用語集」 「予算書」
「財政状況の公表（年２回）」など
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